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1　まえがき

経済活動の発展にともない，国際化，情報化の

東京一極集中化が進んでいる。一方，地方の活性

化をほかるうえで，地域の国際化情報化が叫ば

れ，関連省庁の行政指導のもとに，さまざまな取

り組みがなされている。本研究は，文部省科学研

究費補助による総合研究「地方の国際化推進に関

する基礎研究一長野県をケースとして」の一環と

して，地域の情報化について調査・研究を行った

ものである。情報化といっても，企業内のFA・

OA化，学校での情報処理教育，家庭内での情報

化等さまざまであるが，ここでは，電気通信によ

る新情報通信サービスを中心に考える。

国際化を一つの文化ととらえれば，情報化は明

らかに文明として対比できる。文明とは，暮しに

役立つ人工的な道具が基盤になっているもので，

最近の技術革新によるコソピューターや通信メデ

ィアの充実が，情報化を推進する原動力になって

きた。国際化と情報化をグローバリゼーショソと

して考えると，地球規模での協調化のもとで一体

化する。平成年度に入ってとくにクローズアップ

されてきたことは地球環境問題である。フロソガ

スによるオゾソ層の破壊，熱帯雨林の伐採，酸性

雨などの問題を解決するためには，各国各人が知

恵を出し合い，全体的な視野で考えて行かなけれ

ばならない。そのためのネットワークづくりとし

ての国際化であり情報化であるといえよう。

地域において国際化と情報化は異なる概念であ

り，その関連を議論してもあまり意味がないが，

情報通信の基盤作りが地域国際化の推進にとって

重要であることのイメージをつかむために，具体

例を2つあげておく。長野県は，情報機器関連産

業の盛んなところであるが，現在企業の海外進出

が横極的にはかられている。これらの企業が将来

的にも安定した生産性を維持するためには，外国

との生産協力体制が必要といわれ，これにともな

って，海外の事業所や外国企業との国際通信の役

割がますます重要になる。現在長野では，国際的

なイペソトである1998年度冬季オリソピック誘致

に全力をあげており，交通網の整備とともに情報

通信基盤整備構想と取り組んでいる。

世界各国と瞬時に情報伝達が可能な電気通信は，

地方の地理的なハソディを解消する意味で重要で

ある。おりから，電気通信の自由化が進められ，

地方においても多様な通信メディアが提供される

ようになった。本報告は，長野県における主な情

報通信サービスの現状を調査したもので，郵政省

を中心とする行政指導のもとで，地域にあった施

策がどのように展開されているかを報告する。

2　背　景

わが国のあるいは地域の情報通借を考えるとき，

この背景には2つの大きな流れがある。一つは通

信回線の自由化および新情報通信サービスであり，

もう一つは地域間の情報格差をふまえた地域振興
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のための情報化構想である。

2．1通信の自由化と新情報通信基盤

1985年4月に新しい電気通信事業法が制定され，

電気通信の完全自由化の時代が到来した。これま

で，独占的に公共事業を行なってきた日本電信電

話公社はNTTとなって民営化され，民間企業参

入による自由競争の原理が導入された。この節－

の背景は，コソピューターや新素材による技術革

新である。情報を処理するコソピューターと通信

のための交換磯が同じ機能を持つようになり，情

報処理と通信の融合がうまれた。このへんの事情

は文献（3）に詳しい。通信事業者は，自分で回線を

持ってサービスをする第一種と，回線を借りてサ

ービスをする第二種に分けられ，多彩なサービス

を開始している。長野県に閑適する第二種電気通

信事業については，3節で取り上げる。

従来，通信といえば電話のことをさすくらいで

あったが，これはアナログ通信であった。処理と

通信が融合した以上，多彩な通信サービスにこた

えるには，すべてコソピューターとおなじこと

ばつまりディジタルな信号に置き換えた方が都

合がよくなった。NTTが推進しているINS

（Information Network System）はこの考え

方に基くもので，国際的にはISDN（Infor一

mationSystemDigitalNetWOrk）と呼ばれる。

従来，電話，FAX，ビデオテックスはアナログ

信号の電話網（FAXとビデオテックスは一部専

用回線），テレックスはディジタル信号の加入電

信網，データー通信はデーター専用回線というよ

うに別々であったものが，一つのディジタル網に

統合される。

平成元年6月に，長野市でもINSのサービス

が開始された。これにはINSネット64とINS

ネット1500の2種類があり，ネット64は同軸ケー

ブルを，ネット1500は光ファイバーケーブルを用

いている。64というのは，1秒間に64キロビット

伝送できるネットワークを用意すれば，電話のデ

ィジタル化が可能である，という基本原理に基づ
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いている。ネット64は2チャソネル化されており，

電話をしながらFAXを送るという使い方が可能

になる。従来の電話網でG3FAXが30秒かかっ

ていたのが，ネット64では4秒になる。さらに，

ネット1500でG4FAXをつかえは一瞬であるか

ら，市役所の出張所で住民票など各種証明書煩を

即時発行できるなどのサービスにも役立つと考え

られる。

第一種通信事業者は，地上系と宇宙系に分けら

れる。地上系はNTTのほかに新電電とよはれる

3社が新規参入し，昭和63年から伊那市以南で長

距離系の電話サービスを開始した。ディジタルマ

イクロ波を使用する第二電電，新幹線沿いに光フ

ァイバーを敷設する日本テレコム，東名，名神の

高速道の中央分離帯に光ファイバーを敷設する日

本高速通信の3社で，これらはNCC（New C0－

mmonCariere）と呼ばれる。長野県は平成4年

度までに全県でNCCのサービスが開始される予

定である。NTTに比べて市外通話料金が平均2

割はど安いのが特徴であるが，NTTの市内電話

網に接続して通話するため，公平な通信事業には

なっていない。

2．2　情報格差と情報化構想

地域の情報化を評衝する一つの尺度に，いろん

なメディアから供給される情報量がある。昭和62

年度の通信白書によると，地域別総供給情報量に

ついて長野県は全国20位ぐらいであるが，東京や

大阪が突出しているため，全国平均をかなり下回

っている。県民一人当りの総供給情報量について

も同様である。CATVの開局により，総情報供

給量では地域間格差が縮小している反面，企業活

動にともなう専用回線を利用したデータ通信やフ

ァクシミリ通信では逆に格差が拡大したといわれ

る。外国との通信に使われる衛星や海底ケーブル

による国際専用回線の利用は，まだ都市部の大企

業に限られており，県内の企業では国際公衆網の

利用が一般的である。このように，企業レベルに

おいても，家庭レベルにおいても，情報格差が歴
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然としており，郵政省を中心とした関連省庁の情

報化施策のもとで，地域情報化，活性化を志向し

たさまざまな取り組みがなされている。長野県に

おける郵政省の施策については，6節で報告する。

3　第二種電気通信事業

第二種電気通信事業者は，比較的小規模である

が，地域の特性を生かしたサービスを提供して，

地域の活性化に貢献している。長野県内には現在

20社くゆらいの第二種電気通信事業者があり，サー

ビスの多くはVAN，ボイスメール，／くソコソ通

信などである。このうちとくに，プライベート・

キャブテソと水平型VANをとりあげ，その現状

を述べる。

3．1プライベート・キャプテン

キャプテンは，文字や図形でコンピューターに

入力されている情報を，電話回線を使って呼び出

し，テレビのブラウソ管に映してみるシステムで

ある。情報投供者（IP：Information Provider）

が宣伝料ともいうべき料金を払って情報を提供し，

キャプテン会社はそれをもとにデータベースを構

築する。利用者は，キャプテン端末を購入し，

800円の契約料を払えば，距離に関係なく3分30

円でアクセスできる。これはビデオテックス専用

網を使うためであるが，市内通信は普通の電話料

金と同じである。ただし，IPが独自に設定した

情報には料金が付加される。キャブテソは全国的

な地域を対象とした全国キャブテソと，地域に密

着した情報を提供するプライベート・キャブテソ

とに分けられる。もちろん，それぞれのデータベ

ースに蓄積された情報は全国どこからでもアクセ

スすることができる。

キャブテソ信州は，昭和61年4月に第三セクタ

ーとして長野市に設立されたプライベート・キャ

ブテソであり，県下の観光情報の提供を主体とす

るユニークなサービスを開始している。とくに，

スキー情報のアクセスが圧倒的に多く，宿泊案内，

道路交通情報，天気予報なども多い。長野県は年

間観光客が八千数百万人にもおよび，全国第一位

の観光立県となっている。観光情報の提供によっ

て地域活性化をはかることは長野県の課題で，地

方公共団体が自らIPになることもある。しかし，

平成元年7月現在で，県内の設置台数は2，091台

とのびなやみ，端末数を増やすためにタウソ情報

の提供も行っている。また，ホームシ三ツピソグ

やバソキソグサービスも検討している。

リアルタイムの観光情報を提供するメディアと

しては，キャブテソが適しているが，一般には，

パソフレットやガイドブックなど印刷メディアに

よるところが大きい。キャプテンのデータベース

は情報を網羅的につかんでいることが望ましいが，

情報の格納の仕方は普通ツリー構造をしており，

情報が多いほど検索時間がかかる。このような磯

枕の操作に抵抗感のあるひとも少なくない。時間

と金銭的にゆとりがあり国内旅行をゆっくりと楽

しみたい人は年輩の人が多く，リアルタイムな情

報をそれほど必要としていない。

キャブテソが伸びない一番の原因は，質の高い

情報が集まりにくいことである。たとえば，人気

があってよく知られた宿泊施設は，あえてIPと

なって広告料をはらう必要がない。それにたいし，

キャブテソと情報エリアで競合のあるタウソ情報

誌は，情報を無料で乗せてくれる分だけ情報が集

まりやすい。キャブテソ会社はIPの広告料だけ

が収入で，端末の使用料は電話料としてNTTに

入ってしまう。さらに，専用回線の使用料が，キ

ャブテソ会社からNTTに払われる。当面，財政

上の多大なバックアップがないとやっていけな

い。

キャブテソ端末は，パソコンであることが望ま

しい。画面情報をパソコソのフロッピーに取り込

んで，あとでゆっくりと見ることができるし，I

Pでもある宿泊施設では，自ら空滞情報の入力に

パソコン入力を採用できる。現在の電話網で送れ

る情報量は不満であり，双方向性機能がハード的

にもソフト的にも貧弱である。これは，I SDN
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を用いたハイキャブテソに切り替えていけば，多

少は改善されると考えられる。キャブテソが普及

するためには，端末の無償貸与をおこなったりし

て絶対数を増やすことが最低条件であるが，構造

上の欠陥をクリヤーするまでに至るとは考えにく

い。

3．2　水平型VAN

一般に，情報を加工し通信回線を借りて情報を

鍵供するサービス形態をVAN（Value Added

Network：付加価値通信網）と呼ぶ。VAN業

者は，典型的な第二種電気通信事業者といえるが，

これを縦型VANと水平型VANに分ける考え方

がある。従来の，本社と支店，あるいは同じ業界

の流通システム内でのVANを縦型と呼ぶのにた

いして，どの業者も公平に参加できる新しいVA

Nを水平型とよぶ。ここに，水平型のVANを取

り上げるのは，地域の情報化，活性化に関連が深

いからである。水平型VANは，今のところ卸売

業と小売業だけに関係しているが，金洗VANが

融合し，銀行POSが可能になると，一般家庭に

も関係してくる。

水平型VANは，一般の商店や小規模のスーパ

ーマーケットを対象にしており，当面はEOS

（Electronic OrderingSystem：オソライソ受

発注システム）やPOS（Point Of Sales：販

売時点情報管理システム）を志向している。長野

県内の水平型VANとして，長野市の信州流通ネ

ットワーク（SUN－NET）がEOSを，上田市の

テレコム・ユーが異業種POSを取り扱っている。

ここでは，StJN－NETの利用例を紹介する。

長野市内の某中堅スーパーマーケットは，StTN

－NETのEOSに加入しており，7つの店舗で発

注を行っている。ペソスキャナーのついたハソデ

ィーターミナルでJANコードをなぞるだけで発

注データの入力ができ，モデムフォソに接続して

送信する。たとえばある商品が10個残っていたら

5個発注するように，あらかじめプログラムで設

定しておく。このEOSによる発注では，従来の
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電話やFAXに比べて，発注時間が大幅に短縮さ

れたという。ほかのメリットとしてほ，商品の原

価管理ができる，問屋の欠品率がわかるつまり問

屋のレベルがわかることをあげている。これは，

スーパーマーケットという小売が，問屋の情報を

つかんでアクティーブに対応できることであるが，

逆に問屋からも経営状態が把捉されている。スー

パーの本部にはパソコソがおかれ，パソコソ通信

によってSUN－NETにあるマスターファイルを

書き換えることができる。マスターファイルは各

商品のJANコードと価格の対応表で，これを自

社で自由にメイソテナソスできる。STJN－NET

からほJANコードのついた伝票が間置と小売の

両方に送られる。EOSのデメリットとしては，

価格の統一化によって各店舗の自由がきかなくな

る，商品を並べる棚の管理が厳密になるなどであ

る。将来的にはPOSも考えているが，これは汎

用機を導入して自社で独自に行いたいようである。

EOSは現状どうりVANの利用でやっていくと，

EOSとPOSの2分化となる。

EOSをやっているだけでVANというにはい

ささかものたりないから，SUN－NETではいろ

んな利用法も考えている。セソクーに蓄積された

商品の売れ筋や死に筋の情報を小売店に提供すれ

ば，商品構成を考える上での重要な情報となろう。

消費者のカード利用を考えた銀行POSが実現す

れば，地域の活性化にもつながって来る。情報は

数が多いほど意味を持つから，流通関連企業のよ

り多くの参加を望んでいる。

ところで，長野市は通産省のニューメディア・

コミュニティー構想応用発展地域に指定されてい

る。構想の具体化に役立てる目的で，ニューメデ

ィア開発協会が，平成元年1，2月に商店街の情

報化の現状を調査したところによると，POSの

導入が7．5％，VANへの加入が5％と，情報化

が立ち遅れていることがわかった。顧客管理や商

品管理の効率化をほかるために，情報機器の導入

を検討しているところは多いが，個々の商店が独
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白に実現していくのはむずかしい。再開発事業の

一環であるビルの共同利用のように，情報化につ

いてもシステムの共同開発，共同利用を考えて行

くべきである。

4　電波利用の現状

電波は有限希少性を有する資源であるため，多

くの利用希望者が存在する大都市では，利用でき

る周波数が逼迫し，電波の利用条件も窮屈になら

ざるを得ない。地方では周波数にまだ余裕がある

から，各種の電波利用ニーズに応えられる。この

ことが地域振興に役立つというので，いろいろな

調査・研究がなされており，実際いくつかのサー

ビスが開始されている。ここでは，長野県におけ

る電波利用の例として，信州大学画像情報ネット

ワークシステム，新規無線呼び出し，MCAシス

テム，防災無線，その他を取り上げる。

4．1信州大学画像情報ネットワークシステム

信州大学は，8学部からなる県内唯一の国立大

学で，長野県の産業，経済，教育に深くかかわっ

ている。本部のある松本（教養部，医学部，理学

部，文学部，経済学部），長野（教育学部，工学

部），上田（政経学部），伊那（農学部）に分散す

る典型的なたこ足大学である。共通する科目の講

義でも個別に行ったり，事務手続きのため本部ま

で出かけたり，効率の悪さが以前から問題になっ

ていた。この不都合さを解消する目的で，マイク

ロ回線の利用が考え出され，昭和62年に郵政省の

認可をうけて，松本キャソパスと工学部間の画像

情報ネットワークが開通した。両キャソパスにパ

ラボラアソテナと無線装置を設置し，中継点を美

ヶ原において，63年度より基礎科目のテレビ講義

のサービスを開始した。事前に双方の時間割を調

整したり，テレビカメラを操作する人を確保した

り，という調整が必要であったが，それよりもテ

レビによる蕃義自体に魅力がなくて，2，3カ月

経つと受鮮生がだんだん減っていく傾向にある。

画像情報ネットワークをほかのキャソパスにも増

やしていって，テレビ会議にも使いたい意向であ

るが，有効利用に向けての一層のくふうが要求さ

れる。

4．2　新規無線呼び出し

昭和63年に長野県でサービスを開始した長野テ

レメッセージは，新規参入のポケベル業者である。

電波を割り当てられているので，第一種電気通信

事業者の認可を受けている。1県1サービスとす

ると隣合う県に別の周波数を割り当てれば問題が

起きないが，これはいわゆる四色問題と同じで，

理論的には4通りの周波数で全国がカバーできる

ことになる。

呼び出す人が長野テレメッセージに電話をする

と，長野市にあるセソターのコソピューターが呼

び出される。そして呼び出したい人の番号をつげ

ると，コソピューターは30秒以内にそれをチェッ

クして，問題がなければそれを呼び出しェリアに

通報し，県内9カ所のアソテナから電波を出す。

このとき，最寄りの電話局とセソタ一間，セソク

ーと呼び出しェリア間は専用回線を使っており，

回線使用料はNTTに支払われる。

長野テレメッセージのページャー（受信機）利

用数は平成元年7月現在約9000で，これは従来か

らの無線呼び出し業者であるNTTの1／4にあ

たる。ページャーには，音のみ，数字表示，文字

表示の3とうりがあり，現在は75％が音のみであ

る。文字表示型は1％にも満たないが，パソコソ

通信とドッキソグできるようになれば，もっと普

及してくると思われる。ポケベルにたいする苦情

としては，料金が高い，発信が複雑，大きくて重

い，が多いという。将来的には，発信にたいする

応答横能をもったペイジャー，衛星通信を使った

世界規模の呼び出しを考えている。

4．3　M：CAシステム

昭和63年に事業を開始した借越移動無線セソク

ーは，MCA移動通信事業者である。MCAとい

うのは，MultiChannel Accessの略で，16通り

の周波数の波を共同利用するシステムである。従
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未は，それぞれの会社が屋上にアソテナをたてて

交信していたが，これだと届く範囲が狭く，混借

が避けられなかった。そこで，山の上の制御局か

らの制御信号によって，移動局（串）と指令局

（会社）の交信の際には，そのときあいている周

波数の電波が割り当てられる。いわば電波のフレ

ックス利用といえるもので，16波で3000く小らいの

移動居で使えるという。東北信制御局のアソテナ

は聖高原に，南信のアソテナは高ポッチに立てら

れている。長野県は山が多いので一部ふかん地帯

があり，通信できないところもあるが，平成元年

6月現在180社1900台と利用者が急増している。

4．4　防災無線

平成元年3月に，長野県は県庁に地球局をもう

けた○これは，県庁と消防庁を衛星通信で結ぶも

ので，長野県などの地震防災対策強化地域を対象

にした防災無線衛星通信システムである。従来，

消防庁との間に20カ所の中継所を経由する地上無

線回線があるが，大規模地震によって通信不能に

なる心配があった。長野県は標高1000メートル以

上の地帯が全面積の50％以上を占めており，自然

環境がはげしいことから，豪雨，豪雪による災害

が数多く，大断層がはしっていることから地震も

多い。災害時の無線の役割は大きく，実際，昭和

59年の長野県西部地震の際は，県防災行政無線を

利用して復旧に貢献している。これは，平常時に

は一般行政事務に使われていて，緊急のときにす

ばやく対応できる態勢をとっている。また，標高

2500メートル以上の山が90以上もあり，山岳遭難

対策用無線も重要である。

4．5　その他

電波の観光面での利用として，スキー場やゴル

フ場内でのサービスが検討されている。たとえば，

事故，迷子，天僕等にたいする無線の利用によっ

て，リクリェーシエソ地帯の活性化を考えている。

交通面の利用としてほ，バスの運行状況の表示

につかうことができる。渋滞や工事などでバスの

運行が乱れるのは常であるが，停留所で現在のバ
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スの位置を知ることができれば，待時間を有効に

使うことができる。

高齢化社会の到来に対応した電波利用も検討さ

れている。長野県は，全国でも5番目に高齢者の

割合の高い県である。いろんな事情で一人暮しを

している老人のために，行政側は「安心システ

ム」などを考えている。ボタンのような発信器を

たえず首から下げており，緊急の時そのポタソを

おすと，自宅の電話からあらかじめ登録してある

番号に電話がかかる仕組みになっている。

5　放送の現状

長野県では，中央への情報集中，情報格差への

不満が，幅広い層にわたって板強い。情報格差の

解消には，マスメディアとしての放送の役割が大

きい。とくに，都市型CATVの普及が大きな意

味を持つ。平成元年は衛星元年といわれ，平成元

年末には赤道上空36000キロの静止衛星軌道上に

6個の通信衛星が並び，合計146本のトラソスポ

ソダ（中継器）が用意された。これの利用が，C

ATVや民放の今後のありかたに大きな影響を与

える。ここでは，CATV，都市型CATV，衛

星通信時代の放送についてその現状を報告する。

5．1　CAでⅤ

長野県におけるCATV加入者のN王王K受信契

約者に対する割合は29％（昭和63年）で，全国平

均の17．6％を大きく上回っている。特に，諏訪市

では60．7％，岡谷市では65．4％，に達している。

現在許可施設は21あり，契約数が一万を越える大

規模CATVが諏訪，上田，松本，長野の4社も

ある。このようにCATVが普及したのは，山間

地における難視聴救済という本来の意味と，東京

タワーからの電波を受信できる地点があり，東京

のテレビ番組の同時再送信ができたことによる。

CATV事業は典型的な装置産業で，多額の初

期投資を要するため，特定の地域では無利子融資，

圧縮記帳等各巻の財政・税制上の支援措置をうけ

ている。圧縮記帳とは税法独自の規定で，国庫融
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資を受けた固定資産の帳樽価格を実際の取得原価

よりも低額にすることによる，課税上の優遇措置

である。CATVは地域における基幹的な通信基

盤で，地域の情報化の促進，地域経済への波及効

果は大きい。有線放送やパソコソ通信とのドッキ

ソグなどいろんなシステムが考えられている。

しかし，いくつかの問題点もでてきた。平成元

年6月に，テレビ東京が同社の番組を同時再送信

しているCATVにたいし，テレビ局が著作権に

準じる権利として所有している著作隣接権をもと

に，料金の支払いを求めた。関東では一般家庭が

地上波でテレビ東京の電波を受信できるが，長野

ではできない。しかしCATVのアソテナは受信

可能で，現在数社が受信し再送信している。一方，

地元のテレビ局はテレビ東京から番組を買って，

独自の時間帯で放送しており，CATVの再送信

の時間帯よりも遅れることがある。このようなロ

ーカル局からの苦情を考慮して，CATV加入者

一世帯あたり月額10円の支払いを求めている。ま

た，飯田のCATVはポケベル波を拾ってしまい，

画像が乱れる現象がおきた。飯田ケーブルテレビ

の周波数とポケベルの周波数に一部重なるところ

があるためとわかった。

5．2　都市型CATV

長野県唯－の都市型CATVであるINC（イ

ソフォメーショソネットワークコミュニティー，

長野市）は，平成元年5月に，全国ではじめて加

入件数が一万件を突破した。同社は87年7月に開

業し，再送信映像12チャソネル，自主放送3チャ

ソネル，FM再送信3波を操供している。加入件

数が急速に伸びた背景は，地域住民が企業イメー

ジを理解するようになった。ケーブルの敷設につ

いて地元の協力が得られ，工事が順調に進んだ

（ケーブルが庭先を通ったり，集合住宅では大量

の許可とったりで工事は大変なものらしい），お

りから，衛星放送が本放送をはじめ，第一，第二

放送とも24時間締成とした，などがあげられる。

都市型CATVとは，おおよそ次の条件を備え

たものをいう。

1．1001端子以上；一行政区域一施設に調整され

ており，ある程度の規模がほしい。

2．多チャソネル；おおよそ30チャソネル以上

3．自主放送番組が3チャソネル以上

4．双方向磯能；利用者はキーパットで番号を送

れる。将来的にはもっと複雑な信号たとえば音声

で応答する。

INCは都市型CATVとしてこれらの機能が

全国でも一番充実しているという。大きなパラボ

ラアソテナで衛星放送を受信し，それを同軸ケー

ブルで各家庭に送信している。ただし，ディジタ

ル画像をアナログに変換するため，各家庭でパラ

ボラアソテナで受信する画像よりも若干劣化する。

上田や諏訪の規模の大きなCATVも都市型の

機能を持つようになってきている。そこでは，放

送再送信の磯能としてのCATVでなく，双方向

磯能の充実した電気通信システムとしての働きを

考えている。実際，通信容量の大きいCATVの

同軸ケーブルは，電話網よりも多彩な通信が可能

である。このとき，放送と通信の区別がなくなり，

郵政法の整備がいそがれる。

5．3　衛星通信時代への対応

衛星通信時代のCATV事業の目玉は，スペー

スケーブルネットといわれる。これは，平成元年

に打ち上げられた民間の通信衛星を利用して，C

ATVに多彩な番組を提供するもので，番組供給

事業（サプライヤー），衛星通信事業，CATV

事業の3者をむすぷ新たな産業が出現する。これ

に対応する受信設備を備えることは，CATV業

者にとっても大変な負担で，番組供給料もかなり

高額になるから，そう簡単にスペースケーブルネ

ット時代が到来するとは思えない。衛星の寿命は

10年で，打ち上げの費用も膨大であるから，使用

料金がそれほど安くなるとは考えにくい。地上系

を利用したほうが経済的に有利な場合も多く，当

面，衛星系と地上系は共存していくものと考えら

れる。いずれにしても早期普及を図るには，通借
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衛星を安く自由に使用できることが条件である。

CATV業者が通信衛星を利用したネットワーク

を構成し，協力して地域情報をリアルタイムに送

受するようになれば，地域社会に密着したメディ

アとして重要な役割をはたすようになる。実際，

CATVのBS利用による情報発信が飯田市でス

タートしている。

都市型CATVが普及してくると，従来のロー

カル民放は，キー局とCATVとのはぎまに立っ

て，立場がむずかしくなるといわれている。CA

TVのスペースケーブルネットは民放の従来の地

上波ネットワークと同様なものになり，これは民

放にとっては相当な脅威になろう。地域に密着し

た独自性の強い番組の制作および供給に力をいれ

て行かないと存在意味が薄らいでくる。ローカル

民放のSBCは平成元年4月衛星通信時代に備え，

受信用パラボラアソテナを設置した。これは，宇

宙通信のスーパーバードを利用した放送網と，衛

星をつかって事件現場やイペソト会場から衛星中

継するSNG（サテライト・ニュース・ギャザリ

ソグ）に備えるものである。移動局の設備を充実

させ，長年蓄積してきたソフトづくりの技法をも

とに，CATVにはまねのできない提案型の番組

作りをめざしている。

CATVで衛星放送を受信することで一番問題

になっているのは，パラボラアソテナがないため

外から分かりにくく，受信料を徴収しにくいこと

である。一律に徴収するためにはCATV会社の

協力が必要であるが，CATVの普及を妨げるこ

とにもなるので，いまのところ協力は期待できな

い0

6　郵政省の情幸田ヒ施策

郵政省は借越電気通信監理局を長野市に置き，

積極的に信越の情報化を推進している。通産省や

運輸省などの関連省庁も独自の情報化構想をうち

だしているが，省庁間の統制がとれているかは疑

問である。地域の効率的な情報化を実現するため
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には，省庁間の話合いが必要であるが，現在は各

省庁の思惑が先行している段階である。構想が具

体化している施策は郵政省のものがほとんどであ

るから，これについてのべる。長野県の地方自治

体としての情報化施策として，テクノハイラソド

情報ネットワークや観光情報システム推進事業が

あるが，これらも郵政省の施策に関連が深く，シ

ステムとして類似しているため省略する。まず，

長野県の情報化への取り組みをふまえ，郵政省の

情報化構想の目玉であるテレトピアの現状をのべ

る。さらに，将来的な施策も取り上げる。

6．1情報化の取り組み

長野県はつながりのふかい隣県の新潟県と比較

して（実際，長野県と新潟県は借越と呼ばれて同

一の行政単位で扱われることが多い），高速道や

新幹線，空港など交通網ではだいぶ立ち遅れてい

るが，地域の情報化では発行している。地域住民

の積極的な取り組みと，もともと情報化基盤があ

ったことによると考えられる。陸の孤島といわれ

る山国のなかで通信網の充実が必要であり，新規

性のあるものを積極的に取り入れようとする県民

性（飽きるのもはやいといわれるが），産業活性

化へのあせりなどがあった。ソフトとハードの情

報関連産業がさかんで従業員の比率もたかい（文

献（1））。とくに，諏訪地域が情報化に先進的である

のは，生糸産業の歴史と無関係ではない。生糸産

業は最新の設備を必要とし，生糸の国際価格の変

動を予漸するためにも積極的な情報収集がはから

れた。

平成元年11月に第2回ニューメディア条が長野

県で開催されたのも，本県の情報化が先進的であ

ることを示している。ニューメディア祭は情報化

サミットともよばれ，郵政省が地域の情報化の推

進と啓発を図るために，毎年一つの都道府県を選

定して開催している。第一回は大分県で開催した

が，ここも自治体の情報化への取り組みが積極的

なところである。

6．2　テレトピア
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テレトピア構想は，ニューメディアの導入によ

る地域の高度情報社会への移行を目的とした施策

である。テレトピア地域に指定される最大の条件

は，CATVが充実していることである。長野県

は諏訪地区と上田地区の2カ所が指定されている

が，いずれも従来からCATVが普及していたと

ころである。

諏訪広域テレトピアは構想の50％以上が実現さ

れ，全国で最も先駆的なものの一つである。もと

もと精密工業がさかんなところで地域としての一

体感がつよい，レイクシティケープルビジョソ㈱

がCATVとして充実していた，などの理由によ

って昭和60年3月に第一次のテレトピア指定を受

けた。このテレトピアのひとつの特徴は，CAT

V回線を利用してテレメータリソグ（水道検診，

水源地管理）や在宅診療を行うことであり，実用

化にむけての実験がされている。また，偶然東京

タワーからの放送大学の電波が受信できたことか

ら，CATVによる諏訪地区放送大学学習セソク

ーが開設されている。

上田地区テレトピアは，昭和61年に第二次の指

定をうけた。3．2でのべた異業塵共同POSシス

テムが実用段階を迎えており，地元商店街の期待

が大きい。情報システム「猿飛びくん」は，市政

案軋観光情報，求人情報などの身近な地域情報

を簡単に取り出せるシステムで，全国でもあまり

例のないCATV回線を利用したパソコソ通信で

ある。また，コミュニティー塑移動無線電話の事

業化の準備もしている。

両テレトピアに共通していることの一つは，C

ATV回線を情報通信システムに利用しているこ

とである。CATV回線は公衆電話網に比べて通

信容量が大きいというメリットはあるが，ネット

ワーク密度では比較にならない。将来INSが普

及するようになると，通信容量の面でも慶位とは

いえなくなる。

6．3　その他の施策

借越ニューメディア懇談会は借越電気通信監理

局長の私的諮問機関として昭和60年5月に設立さ

れた。これは，借越における情報化を促進させる

ためのもので，地元の関連企業主や学者などから

なる専門委員会をもうけて調査，研究を行ってい

る。また，講演会，会報の発行，横幕の展示会な

どを行って地域の啓蒙につとめている（文献（8））。

まえがきでものべたが，長野冬季オリンピック

開催にむけての長野県情報通信基盤構想がある。

これは，光ファイバーなどによる大容量通信設備

やデークーベースなどの情報発信校能を長野市に

もたせるもので，このような基盤整備は行政と地

元企業が一体となって推進して行くものである。

また，これと類似したものに，東京の一極集中を

緩和するための首都圏情報機能の地方分散構想が

ある。首都圏から200キロ巻の地域を対象に，地

方分散後の情報部門と本社をマイクロ回線（極超

短波）で直結するもので，情報新幹線とよばれて

いる。塩尻市ではこれを具体化するテレコムリサ

ーチパークを設置，リゾート開発を絡めた構想を

進めている。

7　あとがき

長野県が積極的に情報化に取り組んでいるとい

っても，地域の情報化は端緒についたはかりであ

る。本報告では新しい情報通信サービスを取り上

げたが，現在はおもにハード面の整備がいそがれ

ている段階である。これの運用や番組の作成とい

ったソフト面の充実はまだこれからである。情報

通信システムが充実してくるとより多くの情報が

供給されるようになるが，情報を受けるばかりで

は情報格差の解消にはつながらない。地域独自の

質の高い情報をつくりだして，自らが情報を発膚

するようになってはじめて其の情報化といえる。

最初は，行政指導や企業の思惑で情報化が進んだ

としても，地域住民の意欲と協力がなければ充実

していかない。最終的な情報化は，個人や家庭レ

ベルでのニーズにあったもので，豊かな生活に結

び付いていくものである。
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今回の調査で気のついたことをいくつかあげて

おく。

（1）企業活動に必要な情報は，縦型VANや専用

回線サービスや口込みを通して東京に集中してい

る。このような情報格差は構造上簡単には締まら

ないと考えられる。

（2）各種の通信サービスが受けられるような機能

の統合化された端末が普及することが，情報化実

現の課題である。その端末は安くて導入しやすく，

通信料金もあまり負担にならないものである。

（3）どんなに新しい情報通信サービスが提供され

るようになっても，従来からのメディアがなくな

るわけではない。ちょうど自動車社会になっても

自転車が共存するようなもので，そのようなェル

ゴード的（ergodic）な例をいくつか示しておく。

・I Cカードと磁気カード

・画像ネットワークサービスと／くッケージメディ

ア

・情報処理オソラインとスタンドアロソ

・キャブテソと印刷メディア

・衛星系と地上系

（4）新しいサービスが市民の間に浸透するのは時

間がかかる。啓蒙に力をいれてニーズを掘り起こ

したり，指導的な立場に立てる人材を育てること

が必要である。

ここで取り上げなかった情報通信サービスもい

くつかある。また，情報の地方分散についても触
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れていない。実際，年金医療保険事務システムが

長野市におかれたり，一部ではあるが東京の電話

番号案内（104）を長野でおこなうのは，情報の地

方分散といえる。地域の情報化が地域の活性化に

どのように結び付いていくのか，その具体的な仕

組みを明かにしていくことは今後の課題である。
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